
その他民間委託 ＰＦＩ

延長 終期設定統合 凍結(休止)

負担割合変更 事務改善市町移譲 民間移譲

縮小

・補助事業者である市町は、地域に応じて、集落営農組織の立上げ及びその後の育
成方針を定め、県は集落営農組織立上げに資する共同利用機械の導入を支援する。
・また、ＪＡはリース方式によって集落営農組織への支援を行う等、各関係機関が
連携して事業を遂行している。

新規 拡充 継続 実施手法の見直し

効 率 性

・小規模農家が多数を占める本県において、個別経営主体の生産構造では、農業者
の高齢化につれ、地域農業の衰退が懸念される。このため、地域農業の担い手とし
て集落営農組織の育成が必要である。

・集落営農組織の立ち上げを支援することにより、集落営農の活性化が促進され、
本県農業・農村の持続的な発展に資する。

・集落規模・栽培面積等を勘案のうえ、最大限の効果が期待できる機械を導入する
など効率的な運用に配慮している。

受益と負担の適正化

必 要 性

有 効 性

方 向 性
廃止

39,952 千円 1.2人

33.3% 69.7%
(1,997 千円)

66集落

H21

46集落

経営構造係 内３９４５

従事人員

従事人員

8,471 千円 1.0人 10,032 千円

35,200 千円

新たに集落営農組織を設立しようとする意欲のある集落の取組支援による 集落営農組織の
育成の加速化

農業の担い手支援

集落営農組織育成機械等整備事業

平成19年度決算額

(35,584 千円)

35,584 千円

実
施
方
針

評
価
結
果

説

明

・基本的には、受益者である新しく立ち上げる集落営農組織を事業主体とし、相応
の負担を課すとともに、地域の実情に応じ、市町・ＪＡも負担することとなってお
り、受益と負担の適正化が図られている。（県：地元＝1/3：2/3（地元の標準的な
負担割合は集落営農組織：市町：ＪＡ＝14：3：3））

民間・市町との役割分担

指標名

(1,819 千円)

施策名

事業名

20年度
見込み

平成20年度当初予算額

(35,200 千円)

従事人員

事業内容

集落単位での営農活動に必要な共同利用農業機械（コンバイ
ン等）の導入経費の助成
①補助対象者 市町
②補助対象経費 導入経費の1/3以内
③標準事業費 4,100千円

区 分

事業目的

1.0人

平成21年度当初予算額

(29,920 千円)

29,920 千円

1.2人

所管部局課名

担当者電話番号

農政環境部農政企画局農業経営課

事業開始年度

小規模な農家が多数を占める本県農業においては、集落営農組織の育成は必要不可欠である。個別経
営中心の集落において、組織立上げを支援することは、今後の本県農業の持続的な発展に向けて果た
す役割が大きいことから、平成１９年度から３年間の「集中改革期間」において本事業を実施する。

H19

新規集落営農組
織化数

事業目標の
達成度を
示す指標

実施手法の
見直し内容

H20

目 標

目標値 年度

19年度
実績

事業の目標

事務事業評価資料

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

事業費①

人件費②

総コスト
（①＋②）

1.4人12,480 千円

従事人員

従事人員

1.4人48,064 千円 43,671 千円

従事人員

平成19年度

66集落 21 年度

21年度
目標

達成率（％）

22集落

(2,184 千円)

集落営農組織の立ち上げ

[目標設定理由]
本県農業は経営耕地面積が小さく、兼業農家が多いた
め、農業生産を維持するには、集落ぐるみで農業機械
を共同利用するなど省力化、生産コスト削減などを図
る集落営農組織活動が必要であるため。


